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歴史（I）   

ベトナム 日本

BC207 南越国の成立

1010 首都をタンロン（現ハノイに定める）

16世紀 ホイアンの日本村が栄える

1858 フランス侵攻 1868 明治維新

1884 フランス保護国化 1894 日清戦争

1904 日露戦争

1940 日本北部仏印進駐

1941 日本南部仏印進駐

1945 ベトナム民主共和国独立宣言 1945 ポツダム宣言受諾、降伏文書調印

1946 インドシナ戦争 1951 サンフランシスコ講和条約

1954 ディエンビエンフーの戦い 日米安全保障条約締結

ジュネーブ休戦協定（南北分離） 1956 国際連合加入

1965 米軍北爆 1964 東京オリンピック

1973 パリ和平協定、米国撤退 1970 日本万国博覧会

1975 サイゴン陥落、戦争終結 1972 沖縄返還

1977 日本との外交関係樹立

1979 中越戦争

1986 ドイモイ 1987 国鉄分割民営化

1991 カンボジア和平 1991 湾岸戦争

1995 アメリカ国交正常化 2001 アメリカ同時多発テロ

ASEAN加盟

1998 APEC参加 2002 ワールドカップ

2007 WTO加盟 2011 東日本大震災

太平洋戦争
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年   表 

http://wrs.search.yahoo.co.jp/_ylt=A2RA1jO7alVVdywAh1yDTwx.;_ylu=X3oDMTFvanI2cXZuBHBhdHQDcmljaARwb3MDMgRwcm9wA2lzZWFyY2gEcXADcWh2BHNjA0RSBHNlYwNzYwRzbGsDaW1n/SIG=15cqem7et/EXP=1431762043/**http:/image.search.yahoo.co.jp/search?rkf=2&ei=UTF-8&p=%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%83%A0%E5%9B%BD%E6%97%97


ベ ト ナ ム 戦 争 以 降  

1975年ー1978年カンボジア侵攻、中越戦争ー1986年ドイモイ、 

1989年 カンボジア撤退 

バオカップ（配給）時代と呼ばれ、カンボジア侵攻により国際的孤立を深め、
中国とも対立。食料や生活物資が不足し、ボートピープル（国際難民）が 
大量に発生。 

ホーチミン主義に関する議論ーホーチミン主席は最初から共産主義革命を目指
したのか、独立達成の手段として革命の旗を掲げただけなのか。北ベトナムが
目指したものは共産主義の拡張だったのか、民族自立の戦いだったのか。 

1980年代後半 － 2000年代 

100%を超えるインフレと通貨ドンの下落から、ドイモイ政策による改善。 

1987年外資導入法の採択、1993年IMF融資再開 

1994年 円借款再開、日越共同イニティアチブのスタート 

ドイモイー市場経済型の社会主義への路線変更 

100億ドルを超える海外直接投資と土地価格の高騰による高インフレが再度発生 

2008年成長優先路線から安定成長路線への転換。GDP成長率10%超を断念し、5

－6%の成長を確保し、貿易赤字の削減し、インフレを抑制する。 3 

歴史（II）   



ベトナム と 日本 

8世紀半ば 遣唐使として派遣された阿倍仲麻呂が安南節度使として 
ハノイに駐在。（761年ー767年） 

13世紀 ベトナムはチャン・フン・ダオが50万の元軍を破る。日本への
三度目の元寇を防いだ遠因。(ベトナムは元寇を三度撃退） 

 

17世紀 タイ アユタヤ、フィリピン ルソン同様、ホイアンに1,000人近
い日本人が住み、日本人町が出来る。 

20世紀始め ファンボイチャウが日本の支援を得てフランスからの独立を
図る。 

20世紀半ば サイゴン近郊に総司令部設置。1945年8月約9万人の日本兵がい
たが1,000人超が帰国を望まず、ほとんどがベトミン軍に合流。 

1959年 南ベトナムと賠償協定締結。国交回復。 

1973年 北ベトナムと国交樹立。 

1994年 円借款再開。 
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歴史 (III)   

http://wrs.search.yahoo.co.jp/_ylt=A2RA1jO7alVVdywAh1yDTwx.;_ylu=X3oDMTFvanI2cXZuBHBhdHQDcmljaARwb3MDMgRwcm9wA2lzZWFyY2gEcXADcWh2BHNjA0RSBHNlYwNzYwRzbGsDaW1n/SIG=15cqem7et/EXP=1431762043/**http:/image.search.yahoo.co.jp/search?rkf=2&ei=UTF-8&p=%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%83%A0%E5%9B%BD%E6%97%97


基 本 情 報 
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現在 (I)   
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政 治 体 制 現在 (II)   
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国家財政（2015年計画） 

歳入                      911,100 

    （約429億ドル） 

歳出                     1,082,040 

（約509億ドル） 

VAT（国内）       189,932 

 - 国営           72,338 

 - 非国営          74,798 

 - 外資           42,796 

VAT（輸入）         91,600 

特別消費税（国内）              61,834 

輸出入関税／ 

  特別消費税（輸入）        83,400 

法人税            226,678 

 - 国営           58,086 

 - 非国営          31,853 

 - 外資         136,739 

個人所得税          51,266 

土地使用権            39,000 

その他            167,390 

行政               110,512 

経済対策           79,340 

社会政策         386,100 

 - 教育・訓練      184,070 

 - 医療           67,030 

 - 科学技術           9,790 

 - 文化・情報          6,080 

 - ラジオ・テレビ        3,490 

 - スポーツ         2,450 

 - 人口・家族計画           590 

 - 社会保障       112,600 

開発投資         195,000 

その他            311,088 

単位：10億ドン 

現在 (III)   
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ベトナム の 輸 出 入 現在 (IV)  
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GDP人口規模比較（2014年） 現在 (V)  



一人当たりGDP － 1 
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現在 (VI)  
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現在 (VI)  一人当たりGDP － 2 
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便利なバイク   便利なパジャマ   

少額通貨 50万ドン 

＝ 2,500円位    

フォー   元気な子供   

現在 (VI)  一人当たりGDP － 3 
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ジェトロ海外ビジネス調査 -1.1  現在 (VII)  
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ジェトロ海外ビジネス調査 -1.2  現在 (VII)  
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ジェトロ海外ビジネス調査 -1.3  現在 (VII)  
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ジェトロ海外ビジネス調査 -2.1  現在 (VII)  
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ジェトロ海外ビジネス調査 -2.2  現在 (VII)  
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ジェトロ海外ビジネス調査 – 2.3  現在 (VII)  
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肥料、飼料製造会社 

Eelctricity 

Fuel 

Bags etc. 

Material 

etc 

Indirect Cost 

Direct Cost 

Fertilizer, Feed Makers 

FA
R
M

ER
S
 

VAT 

VAT 

VAT 

VAT 5% ⇒ Tax 

EXEMPT 

Law on Taxation No. 71/2014/QH13 dated Nov. 26, 2014 

問題点： 

① 仕入れVATはどうなるのか。間接費のVATまで非課税にならないとコスト増になる。 

② コスト増は将来的に製品価格に転嫁され結局農民の負担増となる。 
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日系企業からの相談例 － 1 現在 (VIII)  



What Happened? 2015年  

Premises: 日系 A社は日本と越社の1997年創業J/Vで単車、自転車タイヤ、チューブ、 

     その他ゴム製品をベトナムで生産、販売している。ベトナムは天然ゴムの   

               輸出国ではあるが、タイヤ生産に使われる合成ゴムは全量輸入している。  

2月14日 ハイホン税関が国営タイヤメーカーを呼び出し、合成ゴムの輸入税として170億ドンを請求。 

 

3月  6日 ハイホン税関から呼び出しを受けMeeting. 合成ゴム輸入時のHS Codeについて議論。 

       ハイホン税関の主張             A社の主張 

       輸入貨物 コンパウンド           合成ゴム       

       HS Code     4005             4002 （従来と同じ） 

       輸入税   5%               0 % （ベトナムで生産していない）   

3月27日 MOITにて合同ミーティング A社、カスミナ、サオバンなど国営メーカーも出席  

      ⇒ MOITはHS Code4002と裁定  

4月2日 MOIT ⇒ General Dept. of Customes (GDC), MOF 宛てレターがだされ一件落着と思われたが、   

    GDCはMOSTに合成ゴム成分の役割について再度問い合わせ、MOSTはMOITとは異なる見解を回答。  

6月11日 MOF ⇒ 各地税関にレターが出され、この輸入貨物はHS Code 4002の合成ゴムであることが通知。 

Point： ベトナム税関は納税申告が正しいか否か、過去5年にわたり調査し、不足分を請求する
権限を有する。一方HS Codeは通称HS条約と呼ばれる国際条約に基づく共通のCodeである。 

Lesson Learnt:  MOF, GDCの税収増加策の一環と思われる。MOIT, MOSTの成分分析による 

意見は分かれたままでありベトナムの縦割り行政における調整力が乏しいことがわかる。一部 

国営メーカーにはすでに追徴税を支払ったところもあり、長いものにはまかれろ的な心理が 

窺がえる。日本としては原理原則に基づいて、書き物で徹底的に議論を尽くすことが肝要と思量。 
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日系企業からの相談例 － 2 現在 (VIII)  
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 ベトナム の 課題 

１． 財政赤字と貿易赤字、二つの赤字解消、マクロ経済の安定化 

財政赤字 → ODAにより均衡 

貿易赤字 → FDI (外国直接投資）越僑送金により均衡 

2． 工業化に向けた裾野産業の成長、高付加価値産業の育成   

3． 法制度整備、運用面の改善、煩雑な行政、税務手続きの解消   

4． 経済インフラの整備 

5． 都市問題への対応、貧富の拡大 

6． 社会サービスの拡充 

7． 気候変動、自然災害への対応 

現在 (IX)  
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JICA の 支援 － 1  

日本のODAスキームとJICA 

現在 (X)  
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日本の対ベトナムODA支援実績 

JICA の 支援 － 2  現在 (X)  
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運輸交通セクター支援 

JICA の 支援 － 3  現在 (X)  
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電力セクター支援 

JICA の 支援 － 4  現在 (X)  



26 

JICAの支援 － 5  

工業化戦略支援（ベトナムの2020年工業国化に向けて） 

現在 (X)  
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JICAの支援 － 6  

産業人材育成支援 

現在 (X)  
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JICAの支援 － 7  

都市環境管理セクター支援 

現在 (X)  
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JICAの支援 － 8  

自然環境保全セクター支援 

現在 (X)  
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防災セクター支援 

現在 (X)  JICAの支援 － 9  
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気候変動対策支援 

現在 (X)  JICAの支援 － 10  
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保険医療セクター支援 

現在 (X)  JICAの支援 － 11  
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農業、地方開発セクター支援 

現在 (X)  JICAの支援 － 12  



34 

ガバナンスセクター支援 

現在 (X)  JICAの支援 － 13  
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民間連携支援 

現在 (X)  JICAの支援 － 14  
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中小企業海外展開支援 

現在 (X)  JICAの支援 － 15  
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2020年までの見通し  

9月30日 世界投資フォーラムにおけるズン首相の発言骨子  

（計画投資庁、外国投資局公式サイト） 

9月30日午前、ハノイで、ベトナムグローバル投資フォーラムが始まり、
グェン・タン・ズン首相が出席しました。ベトナム計画投資省とユーロ
マネー誌の共催により行われたフォーラムには地域と世界の多くの企業
や投資家の代表が出席しました。 

 

会議で、ズン首相はこの30年、ベトナムはドイモイ事業を実施してきた
ことにより収めた成果を総括しました。ズン首相によりますと、この5年
は多くの困難に直面したもののベトナムのＧＤＰ＝国内総生産の成長率
は年平均6％に達した。現在、世界の105の国々と地域の投資家はベトナ
ムに総額２７００億ドル相当の１万９千件の投資プロジェクトを実施し
ている」「マクロ経済の安定とともに成長軌道に戻りつつあり、今年1－
9月の成長率は6.5%で通年ではそれ以上が見込まれる。2016年ー2020年
の成長率は6.5%－7%になる。貿易額は年間12%－15%で増大し、今年末
の国民一人当たりGDPは2,230ドルが見込まれる」と明らかにし、次のよ
うに語りました。（テープ） 
「ベトナムは市場経済体制の完備に全力を尽くしています。その中で、
行政手続きの改革、人材育成の質的向上、インフラ整備の改善を集中的
に行ないます。私たちは２０１６年中、関税、税関、社会保険、建設、
土地などに関する経営環境の指標がタイ、フィリピン、インドネシア、
マレーシアのASEAN4カ国並になるように取り組んでいます。今後、ベ
トナムはＴＰＰ＝環太平洋経済連携協定、ベトナムとＥＵ＝欧州連合と
の自由貿易協定が締結されます。これにより、ベトナムの投資経営環境
はさらに改善されることでしょう」 
このように語ったズン首相は「現在、ベトナム政府は公的投資環境の改
善を進め、国内外の民間企業はインフラ整備への投資に便宜をはかる」
と明らかにしました。 

現在 (XI)  



外国投資家 

• 外国投資家は外国の国籍を有する個人、外国の法令に基づいて 

    設立された組織でベトナムにおいて経営投資活動を実施するもの。 

• 外国投資家の経済組織とは、 

 1． 外国投資家が定款資本の51%以上を保持しているか、 

                     合名会社の場合、合名社員の多数が外国の個人の場合。 

 2． 1、の経済組織が定款資本の51%以上を保有している場合。 

 3． 外国投資家及び1.2．の経済組織が定款資本の51%を 

                     保有している場合。 

第23条、第36条 －  

       外国投資家の投資プロジェクトは投資登録証明書の発給手続きを 

実施しなければならない。 

改正投資法 （1） 未来 (I)  



• 投資禁止分野 － 第6条 － 6分野 

 （麻薬、人身売買、売春など人道的な分野） 

 

• 条件付投資分野 － 第7条 － 267分野 

 （社会的影響の大きい分野、条件を明示する） 

経営投資禁止分野、条件付経営投資分野を明確に、基本的に自由な投資 

投資の保証 

• 第13条 － 新たに制定された法令が、投資家が持つ投資証明書を 

     対象にする優遇より有利な優遇処置を規定する場合、投資家は新たな 

     法令による優遇処置を享受できる。 

• 第16条によりハイテク、再生エネルギー、情報技術などの優遇分野と 

  困難な地域、経済区、工業団地など優遇地域が定められています。  

改正投資法 （2） 未来 (I)  

投資優遇 



企業登録
証明書 

 

 

 

    

 

 

 

•一般プロジェクト：最大15日 

•政府の土地レンタルプロジェクト：最大40日 

•大規模プロジェクト：首相の意見が必要（約60日） 

•国会承認プロジェクト：国会開催時期により変動 

40 

外国 

投資家 投資登録証明書 

経営 

地方の計画投資局又は 

工業団地管理委員会 

最大3日間 

改正投資法 （3） 

投資手続きの簡略化 

Ref:  e Regulations 

https://vietnam.eregulations.org/ 

 

UNCTAD/Luxembourgの支援で出来た投資手続
きの説明ポータルサイト。説明通りの手続き
ができなかった場合、外国投資庁へのレポー
トシステムがある。 

未来 (I)  

https://vietnam.eregulations.org/
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国際経済への参加 AEC - 1  

ASEAN Economic Committee (AEC) 

ASEAN 経済共同体  

商品の自由な移転 

サービスの自由な移転 

資本・投資の自由な移転 

投資家・熟練労働者の 

自由な移転 

MNP 協定 

2012年 

 ACIA 協定 

2009年 

AFAS 協定 

1995年 

 ATIGA 協定 

2009年 

単一市場 

及び 

生産基地 

(6億25百万人) 

未来 (II)  



ASEAN 6 

タイ、シンガポール、 

マレーシア、インドネシア、
フィリピン、ブルネイ   

関税0~5%へ 

（一部例外） 

全品目0~5% 

60%の品目を0% 

全品目を0%へ 

2002年 

2003年 

2010年 

      

ベトナム 

ミャンマー、ラオス 

カンボジア 

原則0~5%へ 

原則0~5%へ 

原則0~5%へ 

2006年 

2008年 

2010 年 

原則全ての品目を0%へ 

(一部例外は2018年迄） 

2015年 

EC AEC 

関税撤廃 ○ ○ 

非関税障壁撤廃 ○ ○ 

共通域外関税 ○ Ｘ  

サービス貿易自由化 ○ △ 

規格相互承認 ○ △ 

貿易円滑化 ○ ○ 

投資自由化 ○ ○ 
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EC AEC 

人の移動 ○ △ 

知的所有保護 ○ ○ 

政府調達開放 ○ Ｘ 

競争政策 ○ △ 

域内協力 ○ ○ 

共通通貨 ○ Ｘ 

国際経済への参加 AEC －２  未来 (II)  



参加国 

チリ、ニュージーランド、シンガポール、ブルネイ、米国、オーストラリア 

ペルー、ベトナム、マレーシア、日本、カナダ、メキシコ 12カ国 

１．ベトナムは12カ国中最低水準であり、TPPはベトナムが国内で多方面の改革を 

       進めていく外圧になる。繊維や履物といった分野が大きな恩恵を受ける。 

 

2．輸出や外国企業による投資拡大によりベトナムのGDP成長率は2030年まで 

     8－10％を維持する可能性がある。（世銀、マハジャン エコノミスト） 

 

3．ベトナムは国際的なサプライチェーンに参入できるようになり、TPPの発効に 

     より輸出は2025年までに28.4％押し上げられる。 

  （在ベトナム米国商工会議所、コクラン常任理事） 

国際経済への参加 AEC - TPP  未来 (II)  



● ● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

胡朝の城塞 

チャンアンの
景観複合体 

自然遺産 

（クアンニン省） 

1994年、2000年 

自然遺産 

（クアンビン省） 

2003年、 

2015年拡大 

複合遺産 

（ニンビン省） 

2014年 

文化遺産 

（ハノイ市） 

2010年 

文化遺産 

（クアンナム省） 

1999年 

文化遺産 

（ﾄｩｱﾃｨｴﾝ・ﾌｴ省） 

1993年 

文化遺産 

（タインホア省） 

2011年 

文化遺産 

（クアンナム省） 

1999年 

ツーリズム - 1  

UNESCO認定８つの世界遺産を巡り 

未来 (III)  



ベトナム北部、トンキン湾北西部にある湾。 

漢字表記は下竜湾。 

ツーリズム - 2  未来 (III)  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%B3%E3%82%AD%E3%83%B3%E6%B9%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B9%BE


陸のハロン湾と称される奇岩景勝地。 
チャンアンの 

景観複合体 

ツーリズム - 3  未来 (III)  
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大小約300の洞窟があり、 

鍾乳洞は非常に美しく幻想的。 

ソンドン窟は2015年時点で 

世界最大の洞窟とされている。 

ツーリズム - 4  未来 (II)  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B4%9E%E7%AA%9F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%8D%BE%E4%B9%B3%E6%B4%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%8D%BE%E4%B9%B3%E6%B4%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2015%E5%B9%B4


19世紀から20世紀にかけて 

ベトナムに存在していた 

阮朝の首都に定められていた。 

ユネスコの無形文化遺産に 

「フエの雅楽」が登録されている。 

ツーリズム - 5  未来 (III)  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%98%AE%E6%9C%9D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%98%AE%E6%9C%9D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E9%80%A3%E5%90%88%E6%95%99%E8%82%B2%E7%A7%91%E5%AD%A6%E6%96%87%E5%8C%96%E6%A9%9F%E9%96%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%A1%E5%BD%A2%E6%96%87%E5%8C%96%E9%81%BA%E7%94%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%84%A1%E5%BD%A2%E6%96%87%E5%8C%96%E9%81%BA%E7%94%A3


中部クアンナム省の 

都市で古い港町である。 

来遠橋（日本橋） 

日本人墓 

クアンナム省にある 

古代チャンパ王国の 

聖なる遺跡。 

ツーリズム - 6  未来 (III)  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%8A%E3%83%A0%E7%9C%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%8A%E3%83%A0%E7%9C%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%91%E7%8E%8B%E5%9B%BD


農業 - 1   

2000      25%            $   78 billion           65% 

2010      21%            $ 220 billion           49% 

2020      15%            $ 430 billion           30 – 35%* 

* Assumption on GDP $3,000 per capita and 96. 4 mil population.     

Year      % of GDP    Production            % of Workers in the industry      

サプライチェーンで著名なマイ
ケルポーター、ハーバード大学
教授は「ベトナムは世界の台所
になる」と大きな可能性を示唆 

1. 多様な気候と作物 

2. 若く熱心な労働力 

3. インドシナ半島の東側に位置する優位性 

Strength  

Weakness  

1. 農薬を多様する安全性の問題 

2. 1-2 ha/farm in South, 0.2 ha/farm in North

の狭小な農地 

3. 灌漑、アクセスロードなどのインフラ 

4. 保守的な農民の考え方 

5. 貧困な農家  

Opportunity 

1. 人口増加に伴う需要の増加 

2. AEC、TPP、FTUによる輸出機会  

Threat 

* 農業従事者の減少 

未来 (IV)  
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農業 - 2   未来 (IV) 
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工業化戦略 

労働集約的産業からの脱却を目的に、2011年10月に日越首脳で論議され、

2012年8月にハイレベル委員会が設立され、作業部会による協議が始まる。

政策研究大学院大学の大野教授が協力し、6業種を選定した。 

農林、水産食品加工 

農業機械 

造船 

潜在力はあるが生産性があがっておらず

競争力に疑問あり 

電気、電子産業 

自動車産業 

急成長しているが、裾野産業が未成熟で、

組み立て生産の域にとどまっている 

環境、省エネ産業 新たな産業で環境意識が未成熟 

現状 産業 

工業 - 1   未来 (V)  



国家比較優位 
National Comparative Advantage 

日本ファクスミリ産業のケース: 

• 生産要素; 電気技術者数比較的に多い 

• 需要条件;  文語のため要求が厳しい市場 

• 業界内のライバルは技術革新とコスト削減を

プッシュしている。 

• 優れた多数の関連産業と支援産業 

マイケルポーター教授の優位ダイアモンド 

• 生産要素; 技術者の手先の器用 

• 需要条件;  9千万人の人口（高い労働力） 

• 業界内のライバルは技術革新とコスト削減をプッシュ

している。(Toyota, Honda, Thaco Truong Hai 等)  

• 低い需要（年間10万台）のため裾野産業が未発展 

ベトナム自動車産業のケース: 

“Economy is integrated each other in the world. Protectionism is old fashioned way to protect own economy. 
The national comparative advantage  is  the key for the development.”  - Michael Porter’s Diamond.  

（経済は世界中に相互に一体化されている。保護貿易は独自経済を保護するための古い方式である。 

    比較優位は国の発展のキーである。）  
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工業 - 2   未来 (V)  

Factor (Input)  

conditions 



  

モーター 

バイク 

1st Tier 

2nd Tier 2nd Tier 

3rd Tier 3rd Tier 3rd Tier 

現地調達 ＞ 80% 

自動車 

1st Tier 

2nd Tier 2nd Tier 

3rd Tier 3rd Tier 3rdTier 

現地調達＜ 30% 

共通の共有裾野産業 

加工プラスチック、ゴム、金属切断、加熱、鍛造、成形、鋳造、メッキなど 

アセンブラの需要 

約10万台の自動車 

約300万台のバイク 

発展方向 

1. 共有の裾野産業は、自動車部品の生産のための準備ができている。 

2. 自動車の小さなピラミッドが大きくなり、その他の中小企業は、自動車業界に入る。 
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工業 - 3   未来 (V)  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

Ministry of National Defence 

Ministry of Construction 

Ministry of Justice 

Ministry of Finance  

Ministry of Transportation 

Ministry of Foreign Affair 

Ministry of Labour Invalid and Socia 

Affair 
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te

r 
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ff
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Ministry of Home Affair 

Ministry of Natural Resource and 

Environment 

Ministry of Science and Technology 

Ministry of Public Security 

Ministry of Health 

Ministry of Education & Training 

Ministry of Industry and Trade 

Ministry of Agriculture and Rural 

Development 

Ministry of Culture, Sport and 

Toourism 

Ministry of Information and 

Communication 

FOREIGN INVESTMENT 

AGENCY(FIA) 

Dr. Do Nhat Hoang 

( Director General) 

 

JICA Advisor 

1. Mr. Abe (IPCN) 

abe0904@yahoo.co.jp 

2. Mr. Kikuchi (IPCS) 

tadashikikuchijica@yahoo.co.jp 

 

Japan Desk 

Mrs. Vu Nhat Ha 

japandesk@mpi.gov.vn 

Tel: 043743763 

Add: 4th Floor, Building D, 

6B Hoang Dieu, Ha Noi 

 

Aichi Desk 

Mrs. Nguyen Thuy Quynh 

aichisupportdesk@mpi.gov.vn 

Tel: 0466639395 

Fax: 0462757039 

Add: 4th Floor, New Building, 

65Van Mieu, Ha Noi 

Saitama Desk 

Mrs. Thuy Linh 

saitamadesk@mpi.gov.vn 

Tel: 0466826630 

Fax: 0437379127 

Add: 4th Floor, Building D, 

6B Hoang Dieu, Ha Noi 

Kansai Desk 

Mrs. Pham Linh 

kansaidesk@mpi.gov.vn 

Tel: 0466826650 

Fax: 0437379128 

Add: 4th Floor, Building D, 

6B Hoang Dieu, Ha Noi 

Investment Promption Center, Center 
Mr.Le Minh Duong 

Duongviet2002@gmail.com 
Tel: 0511.3797669 

Add: 103 Le Sat, Hai Chau, Da Nang 

 

Investment Promption Center, North  
Mrs. Do Quynh Nga 
ngahttp@yahoo.com 

Tel: 0438458149 

Add: 65 Van Mieu, Ha Noi 

 

Investment Promption Center, South 

Mrs. Le Huong Giang 

giangkhdt@yahoo.com 

Tel: 08.39306112 

Add: 178 Nguyen Dinh Chieu, Dist 3, HCMC 

 

Ministry of Planning and 

Investment (MPI) 
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japandesk@mpi.gov.vn aichisupportdesk@mpi.gov.vn kansaidesk@mpi.gov.vn saitamadesk@mpi.gov.vn 

Investment Promotion Center, North 

Mrs. Do Quynh Nga 

ngahttp@yahoo.com 

Tel: (84-4) 3845 8149 

Add: 65 Van Mieu, Dong Da, Ha Noi 

Investment Promotion Center, Center 

Mr. Le Minh Duong 

duongviet2002@gmail.com 

Tel: (84-51)  1379 7669 

Add: 103 Le Sat, Hai Chau, Da Nang 

Investment Promotion Center, South 

Mrs. Le Huong Giang 

giangkhdt@yahoo.com 

Tel: (84-8) 3930 6112 

Add: 178 Nguyen Dinh Chieu, Dist.3, HCMC 

JICA Advisors 

 

1. Mr. YASHIRO Hiroaki (IPCN) 

 yashiro.hiroaki@friends.jica.co.jp 

 

2. Mr. ABE Ichiro (IPCS) 

abe0904@yahoo.co.jp 

mailto:ngahttp@yahoo.com
mailto:duongviet2002@gmail.com
mailto:giangkhdt@yahoo.com
mailto:Yashiro.hiroaki@friends.jica.co.jp
mailto:yashiro.hiroaki@friends.jica.co.jp
mailto:abe0904@yahoo.co.jp


FOREIGN INVESTMENT AGENCY- JAPANESE WEBSITE 

URL: FIA.MPI.GOV.VN  
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ベトナムの日本企業支援体制 - 1   未来 (VI)  



INVESTMENT PROMOTION CENTER- NORTH (IPCN) 

URL: IPCN.VN 
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ベトナムの日本企業支援体制 - 2   未来 (VI)  



INVESTMENT PROMOTION CENTER- CENTER (IPCC) 

URL: CENTRALINVEST.GOV.VN 
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ベトナムの日本企業支援体制 - 3   未来 (VI)  



INVESTMENT PROMOTION CENTER- SOUTH (IPCS) 

URL: IPCS.VN 
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ベトナムの日本企業支援体制 - 4   未来 (VI)  



EREGULATIONS  

URL: VIETNAM.EREGULATIONS.ORG  
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ベトナムの日本企業支援体制 - 5   未来 (VI)  



Bac Giang 

Ha Nam 

Ha Tinh 

Ba Ria ‐ 

Vung Tau 

Long An 

Japan Desks in Cities/ Provinces 

Mr. TAMADA Mikio, JICA Senior Volunteer in DPI 

  (tamada1q4q@yahoo.co.jp)  

BTD Japan Co. – Ha Nam Province MOU, Mr. Nakagawa 

Mr. ICHIKAWA  Kyoshiro, IBC Co. – Ha Tinh Province MOU 

  (k.ichikawa@r3.dion.ne.jp)  

Mr. KAZAMA Toshio, Advisor  

  (kazama.toshio.523@gmail.com)  

Mr. YAMASHITA Takanori, Group Leader 

  (0923yamashita@gmail.com)  

Da Nang Ms. Vo Thi Mai HUONG, Da Nang Investment Promotion Center 

  (japandesk@danang.gov.vn; vo.maihuong@gmail.com ) 
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Mr. YABUSHITA Naruhito, Assistant  

  (yabushita.naruhito@gmail.com)  

ベトナムの日本企業支援体制 - 6   未来 (VI)  

mailto:tamada1q4q@yahoo.co.jp
mailto:k.ichikawa@r3.dion.ne.jp
mailto:kazama.toshio.523@gmail.com
mailto:0923yamashita@gmail.com
mailto:japandesk@danang.gov.vn
mailto:vo.maihuong@gmail.com
mailto:yabushita.naruhito@gmail.com
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ベトナムの日本企業支援体制 - 7   未来 (VI)  



ご清聴、ありがとうございます! 
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JICA投資環境整備アドバイザー 

安部 一郎 

ベトナム計画投資省外国投資庁 

2015年11月 


